
1/1

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 統合事務費 26,872 25,296 25,697 25,222 1,175 74

2 広報よこはま磯子区版発行事業 9,012 8,172 10,783 9,943 △ 1,771 △ 1,771

3 区民相談事業 2,518 2,518 1,935 1,935 583 583

4 クリーンタウン事業 2,906 2,906 2,648 2,648 258 258

5 消費生活推進事業 710 710 710 710 0 0

6 スポーツ推進委員支援事業 3,040 3,040 2,044 2,044 996 996

7 青少年指導員協議会支援事業 2,074 2,074 2,530 2,530 △ 456 △ 456

8 学校・家庭・地域連携支援事業 1,150 1,150 1,150 1,150 0 0

平成31年度　　磯子区個性ある区づくり推進費【統合事務事業費】一覧

（単位：千円）

事業計
画書
番号

事業名
31年度 30年度 増△減（31－30）
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(様式５－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
＜総務課＞

磯子区選挙管理委員会の円滑な運営（毎月開催）

＜区政推進課＞
広報相談係運営

広聴受付
市民からの提案
陳情
その他

情報公開請求の受付

＜戸籍課＞

＜税務課＞

＜福祉保健課＞
民生委員・児童委員　相談支援件数

＜高齢・障害支援課＞
高齢・障害支援課事務取扱件数

＜こども家庭支援課＞

児童扶養手当支給件数

女性相談実施件数

母子健康手帳交付数
子ども家庭支援相談件数

No. 1

軽自動車税課税台帳件数 件 26,490 26,590 26,461 26,125 25,959 25,959 25,959
固定資産税納税者数 人 56,088 57,714 58,661 58,903 59,347 59,347 59,347
市民税・県民税賦課納税者数 人 82,523 84,088 86,060 86,920 87,909 87,909 87,909

単位 26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込

763 764 764 750 770
1,524 1,412 1,464 1,439 1,500 1,500

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込
1,100

770

300

1,500

247 194 308 271 300 300

1,060 1,070 1,051 1,095 1,100 1,100

735

住民異動届出件数 件 16,594 16,791 16,124 16,335 17,000 17,000 17,000
新戸籍編製数 戸籍 1,389 1,384 1,343 1,242 1,300 1,300 1,300
戸籍届出件数 件 8,142 8,322 8,212 8,153 8,200 8,200 8,200
新杉田行サビ取扱件数 枚 44,317 45,173 45,281 － － － －
証明発行窓口取扱件数 枚 74,614 73,397 73,511 79,218 80,000 80,000 80,000

項　目 単位 26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込

367件
2件 2件 2件 4件 4件 4件 4件

26件 26件 26件 26件

198件 245件 270件 367件 367件 367件

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込
229件 273件 304件 403件 403件 403件 403件

有:件名（）、日付（　年　月）
24,742

25,41225,233 25,319

事業費 24,565
25,000

決
算

31年度見込 32年度見込
件数 11,525 12,656 11,697 7,443 7,500 7,500 7,500

一 般 財 源

磯子

予算区分

25,296

1

26,872

区役所業務を効率的かつ円滑に執行するための各課の事務経費

24,937

23,860
無

増△減

26,872

24,655 24,937
予
算 25,000

1,175 0

事業費 26,872
一般財源

予
算メリット＋一般財源

事業費

平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

27年度 歳出

25,222
74

国・県 諸収入

0

1,576
475

29年度

特記事項

統合事務事業費

事  業  名

歳出

本　年　度

総務

性質・
課題区

分

32年度

区　分

統合事務費

前　年　度 25,697

事業開始年度

28年度

その他

0

平成26年度

1,101

33年度

事業評価
書番号

事業評価
書番号

区役所総務費

財　源　内　訳
金　額

中期計画-38の政策
政策番号 主な施策番号

運営方針等との関係

24,009 24,186

26年度実績 27年度実績

方針に関する決裁  種別(　　)
メリット＋一般財源

28年度実績

事業の概要
（目的）

30年度見込29年度実績

24,336

29件 26件 32件 32件 32件 32件 32件
31件 38件 35件

事務職受付 29,801 29,656 28,207 30,448 30,500 30,500 30,500

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込
専門職受付 9,510 9,191 9,771 9,006 9,200 9,200 9,200

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込 31年度見込 32年度見込
開催回数 15 16 15 16 17 20 16

差押件数（収納担当） 件 1,051 1,176 1,502 1,777 1,890 1,950 2,000



様式5-1
＜生活支援課＞

保護世帯数

※指数は、H18年４月の世帯数（1,365世帯）を100として算出しています。

【実施内容】
＜総務課＞

・帳票等の共同印刷費、携帯電話用通信運搬費、備品費、釣銭資金、嘱託員被服購入費、総務課及び会計室の事務
　経費等
・選挙管理委員会の運営経費

＜区政推進課＞
・広報相談係の運営に係る事務経費
　市民からの提案、陳情・要望などによる区民意見の受付及び解決に向けた連絡調整の実施、情報公開受付、ホー
　ムページの運営等

＜地域振興課＞
・地域振興課の事業を実施するための事務経費

＜戸籍課＞
・戸籍・住民登録等に関する各種届け書類の受理、保管、システムへの入力及び各種証明書の発行等に係る事務経
　費
　　各種届出書類の受理及び住民基本台帳や戸籍等への記載（システムデータへの反映）
　　各種証明書（戸籍全部事項証明書、身分証明書、住民票の写し、印鑑登録証明書等）の発行
　　各種行政庁に関連する事務など（相続税法58条通知など）
　　通知カード・個人番号カードの発行、公的個人認証業務等
　　就学事務、住居表示事務等

＜税務課＞
・税務課職員の旅費

＜福祉保健課＞
・福祉保健課・生活衛生課の事業を実施するための事務経費
・民生委員・児童委員を中心とした福祉関係者の連携支援（区内の民生委員・児童委員啓発活動に係る事務経費）

＜高齢・障害支援課＞
・福祉と保健の総合相談業務を円滑に行うための事務経費
・指定難病（特定疾患）、敬老特別乗車証、シーサイド定期券、福祉特別乗車券（障害）、福祉タクシー券、有
　料道路割引及びはまともカードの受付や交付事務等

＜こども家庭支援課＞
・児童手当現況届等発送のための郵送料
・児童扶養手当現況届等発送のための郵送料
・母子保健に関する業務
・保育に関する業務
・小児特定疾患・養育医療・育成医療に関する業務
・女性相談に関する業務
・子育て相談に関する業務

＜生活支援課＞
・適正な生活保護実施のための対象者や関係機関宛の通信運搬費、生活保護世帯の実態把握のための訪問活動に
　係る旅費、その他生活支援課の運営に係る事務経費等

＜土木事務所＞
・土木事務所の運営に係る事務経費（良否、消耗品費、自動車借上、備品費等）

【事業費の内訳】
（単位：千円）

係

（ 区 － 事 ）

指数 152.8 152.5 154.5 162.8
対前年同月比 102.2 99.8 101.3 101.4

160.6
103.9

26年4月 27年4月 28年4月 30年4月
世帯数 2,086 2,081 2,109 2,222

29年4月
2,192

差引前年度細目事業

29年度実績により減

5,157

29年度実績により減

民生委員・児童委員一斉改選経費の増

266

2,163

△ 13

△ 137

29年度実績による備品費の減

本年度 説明

29年度実績により減

2,026

区政推進課

647 △ 52

戸籍課 4,238 3,203 1,035

253

福祉保健課 2,147 1,984

税務課 250 222 28

本資料は、公正・適正に作成しました。

△ 5

△ 80

磯子

29年度実績による増

29年度実績による増

土木事務所 595 29年度実績により減

8,250 144

予算調整

寒河江　周一 中島　知昭

5,152総務課

29年度実績により減

木村　貴紀

課長 係長

高齢・障害支援課

地域振興課

1,175

1,982

1,823こども家庭支援課 92

合計 26,872

1,915

1,902

8,394生活支援課

163

25,697



(様式６－１） 【 】
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中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
(1)広報よこはま磯子区版発行

(2)

【実施内容】

　

自

自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 2 ）

地域の課題等の収集手段

30年度見込み 31年度見込み
発行部数（月平均）

事業の概要
（目的）

木村　亮一

歳出

事業費決
算

10,2718,690

322

△ 1,771

0

細目事業名 本年度

係長

　
　

10,783

　磯子区の世帯数、自治会町内会・自治会町内会未加入団体数、シルバー人材センターによる配布数

本資料は、公正・適正に作成しました。

５ 区民アンケート

差引

事業費合計

△ 1,581
１ 広報よこはま磯子区版の発
行

２「保健と福祉のお知らせ」の増刷

　 健康情報の提供・啓発

9,012

26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績

説明

0

昨年度の長期継続契約入札
が想定より低い価格で落札
され、その契約金額を継続
するため

前年度

512 △ 190
0

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

奈良　愛実

広報相談

横浜市広報よこはま発行要領・磯子区版お知らせ記事掲載要領

２　運営方針等との関係

33年度

課長

１　地域の課題等

0

広報よこはま磯子区版は、主に行政情報を区民へ周知する役割を担っており、紙面のレイアウトや題材の選定におい
て、より一層、区民目線を意識した紙面作りが求められています。

佐藤　亜希子

9,012
9,943

△ 1,7710

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
前　年　度 10,783

統合事務事業費

9,200 10,300
11,140

32年度

No. 2
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 10,040

一 般 財 源

平成17年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 4

事業評価
書番号 25

政策番号 主な施策番号

磯子

予算区分
性質・
課題区
分

広報・広聴

事  業  名

広報よこはま磯子区版発行事業

△ 1,771

区政推進

広聴広報相談費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

事業開始年度

区　分

中期計画-38の政策

購入物品の見直しによる減

広報よこはま磯子区版を発行し、効果的でわかりやすい区政PRや各種イベント情報の提供を毎月行い
ます。

（１）広報よこはま磯子区版の発行
　　　・本紙　タブロイド版　73,500部/月　８p×６回・12p×６回　中質紙使用
　　　・民間のノウハウを活用し、より見やすく分かりやすい広報紙の制作を目指し、引き続き企画・編集・デザ
　　　インを専門業者に委託します。
（２）区民参加の促進【アンケート】
　　　・広報区版についてのアンケートを実施し、集計、分析結果を紙面に反映します。
　　　・自由記入欄を設け、区民意識や地域情報の把握にも資しています。
（３）「保健と福祉のお知らせ」の増刷、健康情報の提供・啓発
　　　・広報よこはま磯子区版に保存版として挟み込みをしている「保健と福祉のお知らせ」と同内容のものを増
　　　刷し、転入者配布用セットに同封し、戸籍課で配布するほか、希望者に配布します。
　　　・健康寿命延伸のため、リーフレット配布等により健康づくりや感染症等に関する情報を区民に広く提供し
　　　ます。

３　根拠法令・要綱等

8,172840

30年度磯子区運営方針「１　魅力にあふれた住み続けたいまち」

0 0
840

0

73,100部 73,100部 73,100部 73,500部 73,500部 73,500部
ページ数 ８ページ３回 ８ページ３回 ８ページ３回 ８ページ３回 ８ページ６回 ８ページ６回

１２ページ９回 １２ページ９回 １２ページ９回 １２ページ９回 １２ページ６回 １２ページ６回

紙面アンケート実施状況
26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績 30年度見込み 31年度見込み

回答数（平均） 18.2 11.3 3.9 6.0 5.8 5.8

回数 12 12 12 12 12 12
回答数（合計） 218 135 47 72 70 70



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
１　区民相談事業
法律相談

交通事故相談

公証相談

行政相談

行政書士相談

税務相談

【実施内容】
１　区民相談事業

生活の不安や課題の増大に伴い、法的な解決を求める市民が増えていることから、専門的な相談を実施します。

内容：弁護士、交通事故専門相談員、行政相談委員、行政書士、税理士による通年相談、申告時期の相談

実施日： 【法律相談】毎週火曜、第１・３金曜、【交通事故相談】毎月第１木曜、【行政相談】毎月第２水曜

【行政書士相談】毎月第４木曜、【税務相談】奇数月第２金曜（２・３月を除く）、【申告時期の相談】２月～３月

場所：磯子区役所１階広報相談係　特別相談室、３階会議室

対象：【法律相談】磯子区在住または在勤者　【その他相談】横浜市民

方法：面談。ただし、交通事故相談の２回目以降は電話相談も可。

【事業費の内訳】

自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 3 ）

15件 13件 17件 10枠 15枠 15枠

- - - - - 30枠

12件 13件 13件 12枠 0枠 0枠

2件 9件 8件 10枠 8枠 8枠

22枠

キャンセル 15枠 24枠 37枠 19枠 34枠 20枠

9件 4件 12件 8枠 12枠 10枠

未利用の内訳

予約入らず 1枠 4枠 9枠 33枠 10枠

相談枠数

相談件数

426回

410件

426回

395件

444回

398件

438回

386件

72日
毎週火曜日午後 毎週火曜日午後 毎週火曜日午後 毎週火曜日午後

第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後 第1、3金曜日午後
毎週火曜日午後 毎週火曜日午後

71日

区民の様々な相談事に応えるために、法律相談等の区民相談を行います。

３　根拠法令・要綱等

2,518

30年度磯子区運営方針「１　魅力にあふれた住み続けたいまち」

0 0 0

・区民の暮らしにおける様々な相談事項について、身近な区役所で専門相談員によるアドバイスを受けたいとの要望
に応える必要があります。また、区内に税務署がなく、申告時期にも区役所で税金の相談をしたいと要望がありま
す。

31年度（見込み）
相談日数

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
広報・広聴

事  業  名

区民相談事業

583

区政推進

広聴広報相談費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

事業開始年度

区　分

中期計画-38の政策

統合事務事業費

2,518 2,518
2,518

32年度

No. 3
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 2,518

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価書
番号

5

事業評価書
番号

政策番号 主な施策番号

2,518
1,935

5830

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
前　年　度 1,935

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

奈良　愛実

広報相談

なし

２　運営方針等との関係

33年度

本資料は、公正・適正に作成しました。
課長

１　地域の課題等

佐藤　亜希子

係長

1,935

　例年の利用実績、各専門相談ごとの契約内容

事業費合計

583１　区民相談事業

2,518

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度（見込み）

実施日

71日 74日 73日 73日

438回

394件

説明

税務相談、申告時期の相談
を新規で行うため

前年度

432回

390件

事業の概要
（目的）

木村　亮一

歳出

事業費決
算

1,9352,518

583

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充 ○
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

　１　美化推進員清掃啓発日数

※日数は雨天等中止の事由により変動します。

　２　清掃業務委託実施日数

【実施内容】

【事業費の内訳】

自
自
自
自
自
自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 4 ）

2,906

歳出

事業費決
算

30年度磯子区運営方針「１　魅力にあふれた住み続けたいまち」

0 0

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

0

無

７ 関係団体からの要望

28年度 29年度 歳出

磯子

予算区分
性質・
課題区

分
環境美化

事  業  名

クリーンタウン事業

258

地域振興

地域コミュニティ費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

事業開始年度

区　分

6

統合事務事業費

2,906 2,906
2,906

32年度

No. 4
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

0

予
算 2,906

一 般 財 源

平成16年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 6

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

11

中期計画-38の政策

・区内主要駅での清掃委託を行っていますが、たばこの吸い殻などが歩道に依然として見受けられますので、引き
続き清掃活動やポイ捨て禁止の啓発に取り組む必要があります。

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
前　年　度 2,648

2,906
2,648

258

33年度

本資料は、公正・適正に作成しました。

課長

１　地域の課題等

0

　区民・事業者・団体・行政の協働のもと、「横浜市地球温暖化対策実行計画」及び「一般廃棄物処理基本計
画（ヨコハマ３Ｒ夢プラン）」の目標を達成するため、温暖化防止行動・省エネ・３Ｒ（リデュース・リユー
ス・リサイクル）を推進します。

３　根拠法令・要綱等

事業の概要
（目的）

　区美化推進員要綱、 30年度事業実施の実績などに基づく積算

事業費合計

258

　１　美化推進員清掃啓発事業
　　  美化推進員による日常的な簡易清掃を伴ったポイ捨て防止啓発及び指導、
　    自動販売機適正管理の指導の実施及び「ポイ捨て防止条例」の趣旨の周知徹底
  ２　清掃業務委託事業
　　  美化推進重点地区等（磯子駅・新杉田駅周辺）での委託による歩道及びエレベータ
　    定期清掃（年間205日）
　    根岸駅周辺での新規委託による歩道清掃（年間51日）
 

杉山　経広

108日 108日 108日 104日

事業費予
算

原　正義

説明

0

委託拡充による増
前年度

0

係長

委託拡充による増2,648

宮川　由理香

資源化推進担当

横浜市一般廃棄物処理基本計画、横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止に関する
条例、同施行規則等、廃棄物の処理及び清掃に関する法律磯子区美化推進員要綱

２　運営方針等との関係

2,906 258

0

磯子

メリット＋一般財源

2,6482,906

平成31年度
（見込み）

実施日数 134日 142日 138日 142日

平成28年度平成29年度 平成30年度
（見込み）

一般財源

平成28年度 平成29年度
平成30年度
（見込み）

108日 108日 101日
新杉田駅前周辺

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

６ 区民要望

クリーンタウン事業

0

平成31年度
（見込み）

実施
日数

根岸駅前周辺 0日 0日 0日 51日
磯子駅前周辺 108日



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業 ○

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

自
自
自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 5 ）

事業の概要
（目的）

根本　一弘

歳出

事業費決
算

420420
255
35

0

0

推進員活性化事業

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段

係長

　
　

710

　横浜市消費生活推進員要綱、横浜市消費生活推進員磯子区地区活動助成金交付要領、
　消費生活推進員活動地区数、30年度事業実施の実績などに基づく積算

３ 地区担当制度

差引

事業費合計

0地区活動支援事業
区活動事業

710

１　人数・地区数
　　消費生活推進員総数79人、７地区

２　平成30年度の実績の推移
(１)地区活動支援事業
・悪質商法未然防止講座の開催（随時）・各地区活動（随時）

地区活動
実施数(回)
(内　悪質
商法被害
未然防止
講座実施
数)

Ｈ27 Ｈ28

説明

35
0

前年度

255 0
0

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

宮川　由理香

地域振興

横浜市消費生活条例、横浜市消費生活推進員要綱、横浜市消費生活推進員磯子区地区活
動助成金交付要領

２　運営方針等との関係

33年度

本資料は、公正・適正に作成しました。

課長

１　地域の課題等

0

椎葉　秀幸

710
710

00

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
前　年　度 710

統合事務事業費

800 800
800

32年度

No. 5
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 800

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

12

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

14

磯子

予算区分
性質・

課題区分
地域コミュニティ

事  業  名

消費生活推進事業

0

地域振興

地域コミュニティ費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

事業開始年度

区　分

中期計画-38の政策

6

　

消費者の被害の未然防止を図るため、消費者の意識と知識の向上を目的として、消費生活推進活動を実施し
ます。

３　根拠法令・要綱等

710

30年度磯子区運営方針「３　安全・安心で住みやすいまち」

0 0 0

近年では、社会状況の変化により若者から高齢者まで、幅広い世代で悪質商法等の被害が増えています。そのため、消費生活
条例に基づき委嘱された消費生活推進員が、自ら消費者トラブル等についての知識を高め、地域で発信していくことで、安
全・安心な街づくりをしていくことが必要です。

Ｈ31（見込）

回数 40(９) 43(11) 38(17) 40(14) 40(14)

(２)区活動事業
　【区民を対象】・消費生活教室（６月26日）・くらしのセミナー（12月14日）
　【子どもを対象】・子ども消費生活セミナー（８月２日）
　【イベント】・得トク生活フェスタ（11月３日）
  【広報誌】・いそご消費生活だより発行（区版・２月発行、地区版・３月発行）
(３)推進員活性化事業
　・消費生活推進員施設見学会（10月18日）・合同会議（全推進員対象　全２回、８月28日、２月20日）
  ・地区代表者会議（随時）

１　地区活動支援事業
　　・地域に密着した消費生活推進活動を展開するため、地区活動費を助成します。
２　区活動事業
　　・消費者（区民）の意識啓発を目的とした「消費生活教室」を消費生活総合センターと合同で開催します。（年１回）
　　・消費者（区民）の意識啓発を目的とした「くらしのセミナー」を開催します。（年１回）
　　・子どもを対象に、消費生活に関する問題について「子ども消費生活セミナー」を開催します。（夏休み期間、年１回）
　　・消費生活に関するイベント「得トク生活フェスタ」を開催し、消費生活推進員の活動を地域に向けて情報発信します。
　　　（11月、年１回）
　　・広報誌「いそご消費生活だより」（区版、地区版）を発行し、地域に向けて情報発信します。（年１回）
３　推進員活性化事業
　　・消費生活推進員の知識向上や活動の活性化のため、施設見学会を実施します。（年１回、推進員対象）
　　・地域で消費生活推進活動を活発に展開できるよう、消費生活推進員を全員を対象とした「合同会議」を行います。（年２回）
　　・地区代表者会議(随時)

Ｈ29 Ｈ30（見込）



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
・スポーツ推進委員支援事業

区民 委員 区民 委員 区民 委員 区民 委員 区民 委員 区民 委員

【実施内容】
・スポーツ推進委員支援事業

【事業費の内訳】

自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 6 ）

杉山　拓

歳出

事業費決
算

2,0443,040

996

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

996

７ 関係団体からの要望

スポーツ推進委員支援事業

（見込み） （見込み）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ドッヂビー普及事業
（旧ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ大会）

95名 45名 96名 45名 80名 10名

平成31年度

90名 20名

100名 10名

平成30年度

説明
委嘱年度のため、ユニ
フォーム補助費を計上し
ています。

前年度

輪投げ大会 72名

係長

2,044

　自治会・町内会の数

32名 64名 28名 64名 16名 85名 20名

50名 10名

※平成28年度よりグラウンドゴルフ大会に替わり、新たに区内の子供達を対象としたドッヂビー普及事業を実施

3,040

横浜マラソン大会、トライアスロン大会　等のスポーツイベントへの従事

平成27年度までグラウンドゴルフ大会↑

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

松村　雄一郎

活動支援

スポーツ基本法、横浜市スポーツ推進委員規則、磯子区スポーツ推進委員連絡協議会活動補助金
交付要綱

２　運営方針等との関係

33年度

本資料は、公正・適正に作成しました。

課長

１　地域の課題等

椎葉　秀幸

3,040
2,044
9960

事業の概要
（目的）

27年度

本　年　度
前　年　度 2,044

統合事務事業費

3,040 3,040
3,040

32年度

No. 6
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 3,040

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 20

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

7

磯子

予算区分
性質・
課題区分

文化・スポーツ

事  業  名

スポーツ推進委員支援事業

996

地域振興

文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

事業開始年度

区　分

中期計画-38の政策

2

　区民のスポーツを通じた健康づくりを促進するため、スポーツ推進委員が実施する諸事業を支援しま
す。

３　根拠法令・要綱等

3,040

30年度磯子区運営方針「１　魅力にあふれた住み続けたいまち」

0 0 0

　区民のスポーツへの関心や参加機会を高め、いつでも・どこでも・だれもが気軽に参加できるスポーツを普及させ、
健康増進や住民同士の交流を一層図ることが求められています。また、区民スポーツ大会やスポーツ教室など、区民が
スポーツに参加しスポーツへの関心を高める機会を安定的に継続することも重要です。

メリット＋一般財源

事業費

90名 20名

100名 10名

１　区の事業 輪投げ大会、ドッヂビー普及事業、広報紙発行
２　地域の事業 健民祭、歩け歩け大会、さわやかスポーツ大会、マラソン大会　等
３　市・県の事業



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】
磯子区青少年指導員協議会に対して補助を行います。

【事業費の内訳】

自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 7 ）

本資料は、公正・適正に作成しました。

細目事業名 本年度

自治会・町内会の数

事業費合計

△ 456

椎葉　秀幸

非委嘱年度による減
前年度

係長

青少年指導員協議会支援事業

2,074

26年度実績

2,074

青少年指導員活動費補助金 交付金額 2,824千円

差引

杉山　拓

△ 456

2,530
説明

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

中村　雅俊

活動支援

神奈川県青少年保護育成条例、横浜市青少年指導員要綱、磯子区青少年指導員協議会
活動費補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

33年度

29年度実績

課長

１　地域の課題等

0 　

統合事務事業費

2,661 2,074
2,074

32年度

No. 7
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

2,530

30年度見込み

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 2,661

一 般 財 源

平成19年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

21

事業評価
書番号

主な施策番号

33

磯子

予算区分
青少年健全育成性質・

課題区
分

事  業  名

青少年指導員協議会支援事業

△ 456

地域振興

子育て・子ども・青少年育成費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳

前　年　度

事業開始年度

区　分

中期計画-38の政策

青少年指導員協議会が行う事業に対して補助を行い、青少年育成活動を推進します。

３　根拠法令・要綱等

2,074

30年度磯子区運営方針「２　ともに支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち」

0 0 0

　少子高齢化が深刻な課題になっている現在、地域における青少年育成活動をさらに活性化していくことは、必要不
可欠です。
　区内で活躍する青少年指導員協議会の事業を効果的に支援し、青少年の健全育成を推進することを目指します。

2,074

政策番号

2,001千円 2,798千円 2,301千円 2,301千円 2,074
31年度見込み

2,530

１ 日常の窓口応対等

事業の概要
（目的）

歳出

事業費決
算

７ 関係団体からの要望

27年度実績 28年度実績

地域の課題等の収集手段

1

△ 4560

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
2,530



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

自

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 8 ）

青少年育成を目的とした団体が行う事業に対して補助を行い、青少年育成活動を推進します。

３　根拠法令・要綱等

1,150

30年度磯子区運営方針「２　ともに支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち」

0 0 0

　少子高齢化が深刻な課題になっている現在、地域における青少年育成活動をさらに活性化していくことは、必要
不可欠です。
　区内で活躍する青少年育成協議会及び各地区、中学校区で行う事業を効果的に支援し、青少年の健全育成を推進
することを目指します。

歳出

１　地域の課題等

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等 ７ 関係団体からの要望

学校・家庭・地域連携支援事業

0

1,150

中期計画-38の政策

6

事業開始年度

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算 1,150

一 般 財 源

平成19年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号 21

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

25

学校連携性質・
課題区

分
青少年健全育成

事  業  名

事業の概要
（目的）

子育て・子ども・青少年育成費

決
算

統合事務事業費

1,150 1,150
1,150

32年度

No. 8
平　成　31　年　度　　　事　業　計　画　書

磯子

予算区分

地域振興

子育て・子ども・青少年育成費

増△減

国・県 諸収入

財　源　内　訳
区　分

椎葉　秀幸

1,150
00

メリット＋一般財源

事業費
27年度

本　年　度
前　年　度 1,150

事業費

　各地区・中学校区、青少年育成協議会の昨年度活動実績

本資料は、公正・適正に作成しました。

磯子

メリット＋一般財源

事業費予
算

28年度

一般財源

29年度 歳出

河村　瑞季

活動支援

磯子区学校・家庭・地域連携事業推進要綱、磯子区学校・家庭・地域連携事業補助金交
付要綱

２　運営方針等との関係

33年度

課長

1,150
0

杉山　拓

係長

　
　

1,150

　青少年育成協議会が実施する事業のほか、各地区及び中学校区で行う事業に対して補助を行います。

学校・家庭・地域連携事業補助金 交付金額 1,099千円 984千円 1,133千円 1,150千円 1,150千円 1,150千円

1,150

0

0

　
差引

事業費合計

30年度見込み

説明
01,150

前年度

31年度見込み26年度実績 27年度実績 28年度実績 29年度実績

学校・家庭・地域連携支援事業

細目事業名 本年度
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